
ファインツール(Feintool)社は、イ
ンドのプネー都市部に新たな生産工場
として、このほど「Feintool System
Parts India Pvt Ltd」を設立した。
アジアの自動車産業における高精度

部品の重要サプライヤとして、同市場
での供給体制を強化することでさらな
るシェアの拡大を図っていく。

ファインツール社は、初期投資とし
て1,500万スイスフラン(約25億4千5百
万円)を投じ、長年同地域で生産を行っ
ている自動車産業界に対し、高精度部
品の迅速な供給体制を構築する。
今回のFeintool System Parts India

Pvt Ltdの設立は、今後も成長が見込
まれる同地域市場における同社の存在
感を確固たるものにする地盤固めとな
る。

さらに、Feintool System Parts Indi
a Pvt Ltdの設立により輸送にともなう
CO₂排出量の大幅な削減が実現できる
ことから、カーボンフットプリントの
抑制も期待できる。プネーでのFeinto
ol社の生産開始は、2025年の夏頃を予
定している。
ファインツール社 CEOのTorsten Gr

einer氏は、「インドへの進出により、
同地域の有望なマーケットを足場とし
て、よりコンパクトな、ひいては環境
にやさしい持続可能なサプライチェー
ンの実現に貢献することで、旧来の顧
客ニーズに応えていきます」と顧客や
環境優先を強調した。

Feintool社は、日本(厚木市および常
滑市)と中国(太倉市および天津市)の
それぞれ2つの生産拠点を開設してい
る。
新たにインドのプネー新工場を建設

することにより、アジアにおける高精
度部品の生産体制をより強固なものに
する。

Feintool社は2025年の初期段階にお
いて、大手自動車メーカー向けにシー
ト・アジャスタ部品を生産する予定。
このファインブランキング部品はすで
に世界市場に供給し、高いシェアを堅
持している。

将来的にはバッテリー、水素エンジ
ン駆動の自動車をはじめ、産業分野、
再生可能エネルギーの分野でも新たな
アプリケーションの実現を促進してい
きたいと考えている。
Feintool System Parts AsiaのMarc

el Pernici社長は、「プネーの新しいF
eintool工場を拠点に、高精度な自動車
部品の生産に当社の専門技術を生かし
ながら、インドのお客様の生産需要に
お応えできるものと考えている」と大
きな期待を寄せている。
■Feintool社
ファインツール社は、電磁鋼板打ち

抜き加工、フォーミング加工、ファイ
ンブランキング加工の分野において世
界的に活躍するテクノロジーおよびマー
ケットリーダー。同社は“コストの優
位性” “優れた品質” “高い生産性”を企
業姿勢を全面的に打ち出して顧客の信
頼を得ている。
また、ファインツール社は、イノベー

ションの牽引役として常にこれらテク
ノロジーの可能性を押し広げており、
取引先の要求に対応するスマートなソ
リューションを開発している。
自動車分野、要求の厳しい産業分野、

そして再生エネルギーなどさまざまな
分野で、金属加工、大量生産のあらゆ
るアプリケーション向けに革新的な金
型や最先端の製造プロセスを提供して
いる。これら製造プロセスは、グリー
ンエネルギーの生成、貯蔵、利用とい
う世界的な潮流に大きく貢献している。
ファインツール社は1959年に設立、

スイスに本社を置く。欧州・米国・中
国・日本など計17の生産工場を保有し、
常に取引先の身近なサプライヤーとし
て信頼性の高い高品質部品を迅速に提
供し、着実に業績を伸ばしている。
同社は、世界中でおよそ3300人の

従業員と100人の実習生を擁し、顧客
の付加価値を生み出すための新しいソ
リューション開発に取り組んでいる。
(※資料提供：ファィインツール)
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製造業のビジネスチャンスが見える
モノづくり最新情報サイト
じゃぱんお宝にゅ～す
https://japan.otakaranews.com

モノづくり現場の未来を見つめる
製造業応援サイト

じゃぱんお宝WEB新聞
最新情報満載！好評配信中！

インドのプネーに新たな生産工場開設

アジア自動車産業向け高精度部品供給基地
Feintool System Parts India Pvt Ltd設立
地域の“身近な高精度部品サプライヤー”へ

■ファインツールURL→ https://www.feintool.com/

アジア市場での
新たな生産拠点
インドに新工場

初期投資額1,500万
スイスフラン

CO₂排出量の
大幅削減実現

アジアにおける
生産体制を強化

今後の展開


